
○江 田島 市 障害 者施 設等 へ の通 所等 交通 費 助成 事業 実施

要綱  

令 和 ３年 ３ 月１ ６日  

制 定  

改 正  令 和 ３年 １１ 月２ 日  

令 和 ４年 ３ 月８ 日  

令 和 ５年 ３ 月１ 日  

令 和 ５年 ４ 月２ １日  

（ 目 的）  

第 １ 条  こ の要 綱は 、障 害 者施 設へ の通 所 及び 医療 機関 等 への 通院

等（ 以下 「 通所 等」 とい う 。） に係 る交 通 費の 一部 を助 成 する こ

とに より 、 障害 者の 社会 復 帰並 びに 障害 児 の適 切な 医療 及 び療 育

の促 進を 図 るこ とを 目的 と する 。  

（ 定 義）  

第 ２ 条  こ の要 綱に おい て 「障 害者 施設 」 とは 、障 害者 の 日常 生活

及び 社会 生 活を 総合 的に 支 援す るた めの 法 律（ 平成 １７ 年 法律 第

１２ ３号 。 ）第 ５条 第１ ２ 項に 規定 する 自 立訓 練 、 同条 第 １３ 項

に規 定す る 就労 移行 支援 又 は 同 条第 １４ 項 に規 定す る就 労 継続 支

援を 行う 施 設を いう 。  

２  こ の 要 綱に おい て「 医 療機 関等 」と は 次の 各号 に掲 げ るも のを

いう 。  

(１ ) 発 達 障害 の診 療を 行 って いる 市外 の 医療 機関  

(２ ) 児 童 福祉 法（ 昭和 ２ ２年 法律 第１ ６ ４号 ）第 ７条 第 １項 に

規定 する 児 童福 祉施 設（ 障害 児入 所施 設 、児童 発達 支援 セン タ ー 、

児童 心理 治 療施 設 、児童 自 立支 援 施設 及び 児 童家 庭支 援セ ン ター

に限 る。 ）  

３  こ の 要 綱に おい て「 交 通費 」と は 、 自 宅か ら障 害者 施 設（ 施設

外活 動を 行 う場 合は 活動 場 所） 又は 医療 機 関等 まで を往 復 する た

めに 要す る 経費 をい う。  



４  こ の 要 綱に おい て「 対 象者 」と は 、 次 の各 号の いず れ かに 該当

する 者を い う。  

(１ ) 障 害 者の 日常 生活 及 び社 会生 活を 総 合的 に支 援す る た め の

法律 施行 細 則（ 平 成２ ５年 江 田島 市規 則第 ２ ４号 ）第６ 条第 １ 項

の規 定に よ り障 害福 祉サ ー ビス 受給 者証 を 交付 され た者  

(２ ) 児 童 福祉 法に 基づ く 障害 児通 所給 付 費等 の支 給に 関 する 規

則（ 平成 ２ ５年 江 田島 市規 則 第２ ５号 ）第 ５ 条第 １ 項の 規定 に よ

り通 所受 給 者証 を交 付さ れ た者  

(３ ) 現 に 療育 の必 要が あ ると 医師 等が 認 めた 者で 、 医 療 機関 等

へ通 院等 し てい るも の（ 満 １８ 歳 に達 する 日 以後 の最 初の ３ 月３

１日 まで の 間に ある 者に 限 る。 ）  

（ 助 成金 の 額等 ）  

第 ３ 条  こ の要 綱に よる 助 成（ 以下 「助 成 」と いう 。） は 、予 算の

範囲 内で 、 月単 位で 行う も のと する 。  

２  助 成 の 金額 は次 の各 号 に掲 げる とお り とす る。  

(１ ) 障 害 者施 設へ の通 所 に係 る交 通費 の 助成 にお いて は 、４ ２

０円 に対 象 者が 当該 月に 通 所し た日 数を 乗 じて 得た 額と 、対象 者

の当 該月 の 交通 費の 実支 出 額と を比 較し て 少な い方 の額 と す る 。 

(２ ) 医 療 機関 等へ の通 院 等に 係る 交通 費 の助 成に おい て は 、１ ，

０８ ０円 に 障害 児を 当該 月 に医 療機 関等 に 通院 等さ せた 日 数を

乗じ て得 た 額と 、当該 月の 通 院等 にか かっ た 交通 費の 実支 出 額と

を比 較し て 少な い方 の額 と する 。  

３  前 項 に 規定 する 交通 費 の実 支出 額は 、 別表 に定 める 基 準に より

算定 する も のと する 。  

４  前 ３ 項 の規 定に かか わ らず 、障 害者 の 日常 生活 及び 社 会生 活を

総合 的に 支 援す るた めの 法 律に 基づ く指 定 障害 福祉 サー ビ ス等 及

び基 準該 当 障害 福祉 サー ビ スに 要す る費 用 の額 の算 定に 関 する 基

準（ 平成 １ ８年 厚生 労働 省 告示 第５ ２３ 号 ）に 定め る送 迎 加算 を

優先 し、 そ の加 算額 で足 り る場 合は 、助 成 しな いも のと す る。  



（申 請）  

第 ４ 条  助 成を 受け よう と する 者又 は通 所 等を する 障害 者 施設 及び

医療 機関 等 申請 の内 容に 変 更が あっ た者 は 、障 害者 施設 へ の通 所

に係 るも の にあ って は障 害 者施 設等 への 通 所等 交通 費助 成 申請 書

（様 式第 １ 号） を 、 医療 機 関等 への 通院 等 に係 るも のに あ って は

障害 者施 設 等へ の通 所等 交 通費 助成 申請 書 （様 式第 １号 の ２） を

市長 に提 出 する もの とす る 。  

２  第 ２ 条 第４ 項第 １号 の 対象 者が 、前 項 の申 請又 は変 更 申請 を行

う場 合は 、 通所 等に 当た っ て利 用す る交 通 機関 につ いて 障 害者 施

設の 施設 長 又は 代表 者（ 以 下「 施設 長等 」 とい う。 ）の 証 明を 受

けた 申請 書 を提 出す るも の とす る。  

３  第 ２ 条 第４ 項第 ３号 の 対象 者が 、第 １ 項の 申請 をす る 場合 は 、

医師 の診 断 書等 療育 の必 要 性を 証明 する 書 類を 提出 する も のと す

る。  

（ 決 定）  

第 ５ 条  市 長は 、前条 に規 定 する 申請 又は 変 更申 請が あっ た 場合 は 、

その 内容 を 審査 し 、 対象 者 に該 当す ると 認 めた とき は助 成 に当 た

って の条 件 を付 し 、 障害 者 施設 等へ の通 所 等交 通費 助成 （ 変更 ）

決定 通知 書 （様 式第 ２号 ） によ り 、 対象 者 に該 当し ない と 認め た

とき はそ の 理由 を付 し 、 障 害者 施設 等へ の 通所 等交 通費 助 成不 決

定通 知書 （ 様式 第３ 号） に より 通知 する も のと する 。  

（ 請 求等 ）  

第 ６ 条  前 条の 規定 によ り 助成 の決 定を 受 けた 対象 者（ 以 下「 助成

対象 者」 と いう 。） は 、 助 成金 の請 求及 び 受領 を当 該施 設 の施 設

長等 に委 任 する とき は 、 委 任状 （様 式第 ４ 号） を提 出す る もの と

する 。  

２  助 成 対 象 者 又は 助成 対 象者 から 委任 を 受け た施 設長 等（ 以下「 受

任者 」と い う。 ）は 、当 該 施設 の施 設長 等 の証 明を 受け た 請求 書

（様 式第 ５ 号） を 、 市長 に 提出 する もの と する 。  



３  受 任 者 は 、 交通 費支 給 台帳 （様 式第 ６ 号） を整 備し 、 当該 年度

終了 後、 市 長に 提出 しな け れば なら ない 。  

（ 届 出）  

第 ７ 条  助 成対 象者 は 、 転 居等 によ り本 市 以外 に住 所を 有 する こと

とな った 場 合は 、速 やか に 市長 に届 け出 な けれ ばな らな い 。  

（ 取 消等 ）  

第 ８ 条  市 長は 、 次 に掲 げ る者 に係 る助 成 の決 定を 取り 消 し 、 既に

支給 した 助 成金 の全 部又 は 一部 の返 還を 求 める こと がで き る。  

(１ ) 偽 り の費 用徴 収対 象 収入 を申 告し 、 その 結果 、 助 成 金の 支

給を 受け て いた 者  

(２ ) 前 条 の規 定に 違反 し 、本 市の 住民 で なく なっ たに も かか わ

らず 、届 出 を行 わず 助成 金 の支 給を 受け て いた 者  

(３ ) そ の 他不 正に より 助 成金 の支 給を 受 けて いた 者  

（ 雑 則）  

第 ９ 条  こ の要 綱に 定め る もの のほ か事 業 実施 につ いて 必 要な 事項

は、 市長 が 定め るも のと す る。  

附  則  

こ の 要綱 は 、令 和３ 年４ 月 １日 から 施行 す る。  

附  則 （ 令 和３ 年１ １月 ２ 日）  

（ 施 行期 日 ）  

１  こ の 要 綱は 、 令 和４ 年 １月 １日 から 施 行す る。  

（ 経 過措 置 ）  

２  こ の 要 綱の 施行 の 際 現 にあ るこ の要 綱 によ る改 正前 の 様式 （次

項に おい て 「旧 様式 」と い う。 ）に より 使 用さ れて いる 書 類は 、

この 要綱 に よる 改正 後の 規 定に よる もの と みな す。  

３  こ の 要 綱の 施行 の際 現 にあ る旧 様式 に よる 用紙 につ い ては 、当

分の 間、 所 要の 事項 を補 正 して 使用 する こ とが でき る。  

附  則 （ 令 和４ 年３ 月８ 日 ）  

（ 施 行期 日 ）  



１  こ の 要 綱は 、 令 和４ 年 ４月 １日 から 施 行す る。  

（ 経 過措 置 ）  

２  こ の 要 綱の 施行 前に 、 この 要綱 によ る 改正 前の 江田 島 市障 害者

施設 等へ の 通所 等交 通費 助 成事 業実 施要 綱 の規 定に より 支 給し 、

又は 支給 の 決定 をし た助 成 金に つい ては 、 なお 従前 の例 に よる 。  

附  則 （ 令 和５ 年３ 月１ 日 ）  

こ の 要綱 は 、令 和５ 年 ３ 月 １日 から 施行 す る。  

附  則 （ 令 和５ 年 ４ 月２ １ 日）  

こ の 要綱 は 、令 和５ 年 ４ 月 ２１ 日か ら施 行 し 、 この 要綱 に よる 改

正 後 の 江 田 島 市 障 害 者 施 設 等 へ の 通 所 等 交 通 費 助 成 事 業 実 施 要 綱 は 、

同月 １日 か ら適 用す る。  

 

別 表 （第 ３ 条関 係）  

障 害 者施 設 が運

行す るバ ス 等を 利

用  

当 該 バス 等 の利 用に 係る 負 担金 、利用 料等 の

実費 額  

船 、電車 、バ ス 等

公共 交通 機 関を 利

用  

普 通 乗車 券 ・回 数券 の場 合  

１ 回 当た り の運 賃×利 用回 数  

定 期 乗車 券 の場 合  

購 入 定期 券 の額  

自 家 用車 を 利用  自 宅 から 障 害者 施設 又は 医 療機 関の 往復 距 離  

（ 最 も経 済 的な 通常 の経 路 によ る。 ）  

１ km当 た り ３８ 円（ 原動 付自 転 車 の場 合は １

９円 ）  

※ 上 記の 額×利 用 日数  



様式  略  

 


